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人間学研究科設置に関する社会からの期待 

 



人間学研究科設置に関する社会からの期待

企業・施設名
1 株式会社JTB中部　教育旅行名古屋支店
2 名鉄観光サービス株式会社　名古屋東支店
3 丸善株式会社　名古屋支店
4 株式会社トラベルクラフト
5 ウェスティンナゴヤキャッスル
6 教育産業株式会社
7 デュプロ販売株式会社
8 ニッキ通商株式会社
9 株式会社メイドー
10 愛知県厚生農業共同組合連合会　安城更正病院
11 凸版印刷株式会社　中部事業部
12 株式会社　名古屋観光ホテル







名城大学大学院（修士課程）の過去５年間の入学状況等

（１）年度別入学状況一覧

入学定員 志願者数 合格者数 入学者数 入学定員 志願者数 合格者数 入学者数 入学定員 志願者数 合格者数 入学者数

法 学 研 究 科 法 律 学 専 攻 15 22 17 13 15 24 18 15 15 24 18 16

経 営学研究科 経 営 学 専 攻 30 51 31 29 30 39 28 25 30 40 26 25

経 済学研究科 経 済 学 専 攻 10 18 13 13 10 9 5 5 10 14 11 10

理 工学研究科 数 学 専 攻 8 10 9 8 8 12 12 11 8 5 5 5

情 報 科 学 専 攻 30 39 34 34 30 38 36 32 - - -

情 報 工 学 専 攻 - - - - - - - - 30 51 44 41

電気電子工学専攻 20 30 21 16 20 22 17 15 20 15 12 11

材料機能工学専攻 30 68 55 53 30 44 38 36 30 28 25 21

機械システム工学専攻 20 37 34 31 20 33 32 28 20 40 35 34

交 通 科 学 専 攻 16 31 31 26 16 18 16 13 16 19 19 17

建設システム工学専攻 20 21 19 18 20 17 14 14 20 16 16 14

環 境 創 造 学 専 攻 10 6 6 4 10 8 8 8 10 2 2 1

建 築 学 専 攻 16 16 13 11 16 11 11 11 16 21 21 16

農 学 研 究 科 農 学 専 攻 20 24 21 19 20 35 29 24 20 35 32 26

薬 学 研 究 科 臨 床 薬 学 専 攻 20 41 37 33 20 32 32 30 20 35 34 30

生 命 薬 学 専 攻 20 10 7 7 20 5 4 4 20 6 6 6

都市情報学研究科 都 市 情 報 学 専 攻 8 9 9 8 8 9 9 7 8 8 8 8

総合学術研究科 総 合 学 術 専 攻 8 12 11 10 8 12 12 11 8 8 8 7

大学・学校づくり研究科 大学・学校づくり専攻 10 11 10 10 10 6 6 6 10 6 6 6

311 456 378 343 311 374 327 295 311 373 328 294

入学定員 志願者数 合格者数 入学者数 入学定員 志願者数 合格者数 入学者数 入学定員 志願者数 合格者数 入学者数

法 学 研 究 科 法 律 学 専 攻 15 20 13 12 15 19 13 12 - 109 79 68

経 営学研究科 経 営 学 専 攻 30 44 28 24 30 53 30 24 - 227 143 127

経 済学研究科 経 済 学 専 攻 10 17 14 12 10 13 8 7 - 71 51 47

理 工学研究科 数 学 専 攻 8 13 13 10 8 12 9 8 - 52 48 42

情 報 科 学 専 攻 - - - - - - - - - 77 70 107

情 報 工 学 専 攻 30 47 37 36 30 57 42 40 - 155 123 87

電気電子工学専攻 20 27 18 16 20 56 36 35 - 150 104 93

材料機能工学専攻 30 43 39 39 30 58 52 48 - 241 209 197

機械システム工学専攻 20 38 33 32 20 54 45 44 - 202 179 169

交 通 科 学 専 攻 16 26 24 23 16 26 25 24 - 120 115 103

建設システム工学専攻 20 10 7 7 20 20 15 15 - 84 71 68

環 境 創 造 学 専 攻 10 7 7 5 10 8 7 6 - 31 30 24

建 築 学 専 攻 16 16 16 14 16 25 25 20 - 89 86 72

農 学 研 究 科 農 学 専 攻 20 36 34 27 20 47 40 34 - 177 156 130

薬 学 研 究 科 臨 床 薬 学 専 攻 20 45 41 39 - - - - - 153 144 132

生 命 薬 学 専 攻 20 12 12 10 - - - - - 33 29 27

都市情報学研究科 都 市 情 報 学 専 攻 8 12 10 10 8 19 11 10 - 57 47 43

総合学術研究科 総 合 学 術 専 攻 8 5 5 5 8 3 3 2 - 40 39 35

大学・学校づくり研究科 大学・学校づくり専攻 10 6 6 5 10 8 8 8 - 37 36 35

311 424 357 326 271 478 369 337 - 2,105 1,759 1,595

合計平成21年度 平成22年度

平成19年度 平成20年度平成18年度

資料5

研究科 専攻

合　　　　　　　計

研究科 専攻

合　　　　　　　計
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奨学制度の充実 
 
 
現在の大学院奨学金制度 

 
○ 学業優秀奨学生 

   ・学業優秀Ｃ奨学生  
     対象者・・・大学院生で、学業成績及び人物優秀者 
     人 数・・・９０名 
     給付額・・・年額一律３０万円 
 
○ 修学援助奨学生 
・ 修学援助Ｂ奨学生 

     対象者・・・学部生、大学院生で主たる家計支持者の死亡、疾病等、又は、火災、風水害等の

被害により家計が急変し、修学の意思があるにもかかわらず経済的に著しく困難

となった者。家計基準及び成績基準は別に定める。 
     人 数・・・該当者（人数の規定なし） 
     給付額・・・年額一律３０万円 
 
  ・ 利子補給奨学生 
     対象者・・・経済的な理由により本学と提携する銀行の教育ローンを利用した者。 
     人 数・・・当該者 
     給付額・・・当該年度までの学費を限度とする借入額の支払利子に、教育ローン利用者の年収

に応じた給付額（50％又は 100％）を乗じた額 
 
 ○ 特別奨学生 
  ・ 大学院奨学生 
     対象者・・・各研究科の基準を満たした者。 
     人 数・・・各研究科の基準による 
     給付額・・・各研究科の基準による 
 
・ 本学卒業生等補助奨学生 

     対象者・・・①本学卒業で他の学部、研究科へ入学する者。 
           ②本学に籍を置いた者で退学ののち、再度入学する者。 
     人 数・・・該当者（人数の規定なし） 
     給付額・・・入学金の額 
 
  ・ 校友会奨学生 
     対象者・・・人物優秀者で学業成績又は体育技能優秀者 
     人 数・・・校友会が指定 
     給付額・・・校友会が決定 
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名城大学大学・学校づくり研究科大学・学校づくり専攻 開講科目（指定科目） 

 

科目名 単位数 

学修サービス論 ３ 

生涯学習論特殊講義Ⅰ １ 

生涯学習論特殊講義Ⅱ １ 

 



 
 
○人間学研究科 修士課程 専任教員組織 
 

氏 名 生年月日 
就任時満年齢 

(H23.4.1) 

完成年度 

(H25.3.31) 

1 教 授 
（研究科長予定者） 

伊藤 康児 
   

2 教 授 伊藤 俊一    

3 教 授 一ノ谷清美    

4 教 授 岡戸 浩子    

5 教 授 神谷 俊次    

6 教 授 天童 睦子    

7 教 授 船田 秀佳    

8 教 授 水尾 衣里    

9 教 授 宮嶋 秀光    

10 教 授 村田 泰美    

11 准教授 安藤喜代美    

12 准教授 塩﨑 万里    

13 准教授 西村 善矢    

 
以  上 
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学校法人名城大学職員規則（抜粋） 

昭和 40年６月１日 

規則 

第１章  総則 

（目的） 

第１条  この規則は、学校法人名城大学の職員について適用すべき各般の根本基準を確立す

ることにより、その業務の円滑な運営を保障し、もって事業の健全な発展に資することを

目的とする。 

（定義） 

第２条  この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(１ ) 法人  学校法人名城大学をいう。 

(２ ) 大学  法人の設置する名城大学をいう。 

(３ ) 高等学校 法人の設置する名城大学附属高等学校をいう。 

(４ ) 学長  名城大学学長をいう。 

(５ ) 学校長  名城大学附属高等学校校長をいう。  

(６ ) 学長等  名城大学学長及び名城大学附属高等学校校長をいう。 

(７ ) 職員  専任の教育職員（名城大学の教授、助教授、講師、助手及び教務技術員並び

に名城大学附属高等学校の学校長、教諭、司書教諭、養護教諭、特任教諭、講師及び助

手をいう。）、事務職員及び技術職員をいう。 

(８ ) 大学教員 名城大学の教育職員をいう。 

(９ ) 高等学校教員  名城大学附属高等学校の教育職員をいう。 

(10) 事務職員等  事務職員及び技術職員をいう。  

 （管理監督者の定義） 

第２条の２  管理監督者とは、事務職員等を指揮監督する次の者をいう。 

 (１ ) 経営本部長 

 (２ ) センター長等、事務部長 

 (３ ) 課長、室長、事務長 

②  管理監督者については、第３２条及び第３４条の規定は適用するが、その管理を本人が

自主的に行うものとする。  

（適用範囲） 

第２条の３  この規則は、法人の職員に適用する。  

 

（略） 

 

（定年） 

第 20条  職員が、次の各号のいずれかに該当する場合には、これを定年とし、定年に達した

日の属する学年度末をもって退職するものとする。  

(１ ) 大学教員及び教務技術員は、満 65歳。ただし、 65歳以降の任用については別に定め

る。 

(２ ) 高等学校教員は、満 65歳  

(３ ) 事務職員等は、満65歳。ただし、技術職員（農場技能員）は、満 62歳  

② 前項の各号のいずれかに定める定年年齢によらない任用をすることができる。なお、この任用の場合は、別

に定めるものとする。 

 

（略） 

 

附  則  

①  この規則は、平成７年４月２日から施行する。  

②  平成７年４月１日に在職する大学教員等（教務技術員は除く。）の定年は、第 20条第１

号イの規定にかかわらず、なお従前の例（満 72歳）による。 

 



③  都市情報学部の設置認可時に文部省が認めた教育職員で、平成７年４月２日以降に採用

した場合の定年は、第 20条第１号イの規定にかかわらず、なお従前の例（満 72歳）による。 

④  教務技術員に移行した者（昭和 59年３月 31日以前の在職者に限る。）の定年は、第 20条第
１号ロの規定にかかわらず、満 72歳とする。 

 

（略） 

 

附  則  

①  この規則は、平成 17年４月２日から施行する。  

②  平成 17年４月１日に在職する大学教員（教務技術員を除く。以下同じ。）の定年は、第

20条第１号の規定にかかわらず、なお従前の例（平成７年４月１日に在職する大学教員は

満 72歳、都市情報学部の設置認可時に文部省が認めた教育職員で、平成７年４月２日以降

に採用した大学教員は満72歳、平成７年４月２日から平成 17年４月１日までに採用した大

学教員は満 68歳又は当該学部教授会等で特に必要と認めた者で大学協議会等の議を経て満

70歳を定年とした者は当該年齢）による。  



研究指導スケジュール 

 月 学  生 指導教員 研究科委員会 

１

年

次 

4 
 
 
 
 
 
5 
 
 
8 
 
 
 
 

入学 
研究分野及び研究指導教員希望 

 
 
  研究計画書作成 

 
研究テーマのセミナー発表と討論 
研究遂行 

 
  研究進捗状況のセミナー発表と討論 
 
研究進捗状況のセミナー発表と討論 

 
  倫理審査申請 

 
 
履修指導 
 
研究計画書作成指導 
 
研究課題決定 
研究指導 

 
 
論文指導報告書 

 
研究テーマ・指導教員決定 

 
 
 
 
研究課題報告 
論文指導委員会の構成 
 
 
論文指導委員会 
 

 
 倫理委員会審査 
 

２

年

次 

4 
 
5 
 
 
 
9 
 
11 
 
 
 
1 
 
2 
 
 
 
 
 
 
 
3 
 

 中間発表 
 
  研究経過報告書作成 
 
  研究進捗状況のセミナー発表と討論 
 
修士論文作成 

 
 
 
 
 
修士論文提出 

 
研究発表 

 
最終試験 

 
 
 
最終論文提出 

 
修了（学位授与） 

 
 
研究経過報告書作成指導 
 
 
 
論文作成指導 
 
論文指導報告書 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

中間発表会開催 
 
 
 
 
 
 
 
論文指導委員会 
 
審査委員会(主査・副査)の構成 

 
主査・副査論文審査 

 
公開発表会開催 

 
最終試験（口頭試問） 
   
修士論文審査報告書 

 
合否判定 

 
修了認定（学位授与） 
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資料１２

学外語学研修受け入れ校

研修受け入れ先大学名 国名
クイーンスランド工科大学
Queensland University of Technology

1 オーストラリア



人間学研究科時間割（修士1年）

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

人間学特別演習 発達心理学演習 人間学特別研究 人間学特別研究

教育基盤開発学特論 臨床教育心理学特論 言語コミュニケーション特論 言語学特論 人間形成基軸論特論 都市文化環境学特論 教育人間行動学特論

木曜日
時
間 時間

月曜日 火曜日 水曜日 金曜日

1
9:10
～
10:40

2
10:50
～
12:20

人間社会システム特論 ジェンダー社会学特論 社会心理学特論 歴史社会論特論 社会コミュニケーション特論 公共性と現代社会特論 家族関係社会学特論 多文化共生特論

英米文学特論 英語学特論

夏期集中講義：学外語学研修
集中講義(後期）：コミュニケーション特別演習
集中講義（前期）：教育社会調査
他研究科（大学・学校づくり研究科）履修科目
1）学修サービス論（3単位）　（前期：6時限＝18：30～20：45）
2）生涯学習論特殊講義Ⅰ（1単位）　（前期：6時限＝18：30～20：00）　＊隔年開講
3）生涯学習論特殊講義Ⅱ（1単位）　（前期：6時限＝18：30～20：00）　＊隔年開講

13:10
～
14:40

4
14:50
～
16:20

5
16:30
～
18:00

3

資
料
13



人間学研究科時間割（修士2年）

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

人間学特別研究 人間学特別研究

4
14:50
～
16:20

5
16:30
～
18:00

金曜日

1
9:10
～
10:40

2
10:50
～
12:20

3

木曜日

13:10
～
14:40

時
間 時間

月曜日 火曜日 水曜日
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履修モデル 

教育・文化に係わる分野で活躍しようとする人 
 

履修科目 
履 修 年 次 

主な学習目標 １年次 ２年次 
前期 後期 前期 後期 

人間学特別演習 
 

   
直面している現代社会の具体的な問題を取り上

げ、各分野からのアプローチを試みると同時にそ

れぞれの関連性を理解し、問題解決の可能性を探

求する。 

コミュニケーション特別演習  
 

  
実体験を通してコミュニケーション能力、実践力

の向上を図り、並行して心理、教育・社会、国際・

コミュニケーションの三分野共通で応用できる、

人を対象とする研究方法を習得する。 

教育基盤開発学特論     教育と学習の基盤となる人間の認知機能の発達

を認知心理学の立場から考察する。 
人間形成基軸論特論     現代の教育上の諸課題を教育哲学の立場から検

討する。 

ジェンダー社会学特論  
 

  
フェミニズム理論、ジェンダー概念の理解を深

め、文化伝達とジェンダーにかかわる現代的課題

を社会学の立場から検討する。 

家族関係社会学特論     多様化する現代の家族の諸問題を国際比較と交

え、社会学の立場から考察する。 

人間社会システム特論     社会学理論を基盤とし、社会の仕組みを理解す

る。 

公共性と現代社会特論  
 

  
公共性概念の歴史的理論的展開を把握し、わが国

における公共性の意味転換、公共政策、地域的公

共性の主体について、具体的事例に即し論議す

る。 

歴史社会論特論     日本および西欧の歴史を探究し、日本社会の特色

を歴史的に考察する。 

多文化共生特論  
 

  

海外諸国と日本における多文化政策および言語

政策・言語教育政策の現状分析を通して問題点を

把握し、異文化を背景に持つ人々との共生への実

践的な手法を検討する。 
教育社会調査     フィールドにおいて実地見学、聞き取り調査、ア

ンケート調査を行い、人間のあり方を探究する。 
生涯学習論特殊講義Ⅰ 

    
日本の学校教育や継続教育の特徴、政府が提唱す

る生涯学習政策のいくつかの特徴と問題点、改善

に向けた課題について考える。 

生涯学習論特殊講義Ⅱ     生涯学習の理念、意義、課題について自らの課題

意識にひきつけながら理解を深めていく。 
人間学特別研究     修士論文作成のための指導を行う。 

 

履 修 科 目 
履修年次・単位数 

１年 ２年 
前期 後期 前期 後期 

共通科目 人間学特別演習 ②    
 コミュニケーション特別演習  ②   
専門科目 教育基盤開発学特論 2    
 人間形成基軸論特論 2    
 ジェンダー社会学特論  2   
 人間社会システム特論 2    
 公共性と現代社会特論  2   
 歴史社会論特論  2   
 多文化共生特論  2   
関連科目 教育社会調査 2    
他研究科履修     
           

生涯学習論特殊講義Ⅰ 
生涯学習論特殊講義Ⅱ 

1   
1 

 

研究指導科目 人間学特別研究 ⑧ 
履修科目合計 11 10 1 ⑧ 

修了後の主な進路 
 教育・文化に係わる分野 



資料 14-2 
履修モデル 

人事・メンタルヘルスに係わる分野で活躍しようとする人 
 

履修科目 
履 修 年 次 

主な学習目標 １年次 ２年次 
前期 後期 前期 後期 

人間学特別演習 
 

   
直面している現代社会の具体的な問題を取り上

げ、各分野からのアプローチを試みると同時にそ

れぞれの関連性を理解し、問題解決の可能性を探

求する。 

コミュニケーション特別演習 
    実体験を通してコミュニケーション能力、実践力

の向上を図り、並行して心理、教育・社会、国際・

コミュニケーションの三分野共通で応用できる、

人を対象とする研究方法を習得する。 

教育基盤開発学特論     教育と学習の基盤となる人間の認知機能の発達

を認知心理学の立場から考察する。 

臨床教育心理学特論     児童・生徒の心の問題を把握し、臨床心理学の諸

課題を探究する。 

教育人間行動学特論     教育心理学の立場から家庭および社会における

教育学習の過程を考察する。 

社会心理学特論 
 

   
良好な人間関係を持つために、どのような対人関

係を持ち、社会の影響を受けるか、友人関係を通

して考察する。 

人間形成基軸論特論     現代の教育上の諸課題を教育哲学の立場から検

討する。 

家族関係社会学特論 
 

   
家族間における人間関係の歪みが問題視される

現代社会の問題を理論的に体系付け、社会調査の

手法でその実態を検証する。 

人間社会システム特論     社会学理論を基盤とし、社会の仕組みを理解す

る。 

教育社会調査     フィールドにおいて実地見学、聞き取り調査、ア

ンケート調査を行い、人間のあり方を探究する。 

発達心理学演習     心理発達、すなわち年齢を重ねるなかでの人間心

理の継時的変化に関する理論を学ぶ。 

人間学特別研究     修士論文作成のための指導を行う。 

 

履 修 科 目 
履修年次・単位数 

１年 ２年 
前期 後期 前期 後期 

共通科目 人間学特別演習 ②    
 コミュニケーション特別演習  ②   
専門科目 教育基盤開発学特論 2    
 臨床教育心理学特論  2   
 教育人間行動学特論  2   
 社会心理学特論 2    
 人間形成基軸論特論 2    
 家族関係社会学特論 2    
 人間社会システム特論 2    
関連科目 教育社会調査   2  
 発達心理学演習  2   
研究指導科目 人間学特別研究 ⑧ 

履修科目合計 12 8 2 8 
修了後の主な進路 
 人事・メンタルヘルスに係わる分野 
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履修モデル 
国際交流に係わる分野で活躍しようとする人 
 

履修科目 
履 修 年 次 

主な学習目標 １年次 ２年次 
前期 後期 前期 後期 

人間学特別演習 
    直面している現代社会の具体的な問題を取り上

げ、各分野からのアプローチを試みると同時にそ

れぞれの関連性を理解し、問題解決の可能性を探

求する。 

コミュニケーション特別演習 
    実体験を通してコミュニケーション能力、実践力

の向上を図り、並行して心理、教育・社会、国際・

コミュニケーションの三分野共通で応用できる、

人を対象とする研究方法を習得する。 

教育基盤開発学特論     教育と学習の基盤となる人間の認知機能の発達

を認知心理学の立場から考察する。 
人間形成基軸論特論     現代の教育上の諸課題を教育哲学の立場から検

討する。 
人間社会システム特論     社会学理論を基盤とし、社会の仕組みを理解す

る。 

言語コミュニケーション特論 
    日本語話者の会話スタイルを意識しながら、異文

化間コミュニケーションに潜む問題点を分析す

る概念や手法を学ぶ。 

英米文学特論 
    現代社会に生きる人間としての精神のありよう

を内包する表象テクストであるである文学作品

を分析し英米文化の基盤となす思考の準拠枠に

ついても考察する。 

英語学特論 
    グローバル社会におけるコミュニケーション・ツ

ールとしての英語を、語用論に焦点をあてた視座

から考察する。 

言語学特論 
    言語構造の普遍性と相対性の諸相を、文化、社会、

発話行為としてのテキストとの関わりにおいて

考察する。 

多文化共生特論 
    海外諸国と日本における多文化政策および言語

政策・言語教育政策の現状分析を通して問題点を

把握し、異文化を背景に持つ人々との共生への実

践的な手法を検討する。 

学外語学研修     英語圏に滞在し、英語の高度な運用能力の修得を

目指し、現地の文化と日本文化を比較考察する。 
人間学特別研究     修士論文作成のための指導を行う。 

 

履 修 科 目 
履修年次・単位数 

１年 ２年 
前期 後期 前期 後期 

共通科目 人間学特別演習 ②    
 コミュニケーション特別演習  ②   
専門科目 教育基盤開発学特論 2    
 人間形成基軸論特論 2    
 人間社会システム特論 2    
 言語コミュニケーション特論 2    
 英米文学特論   2  
 英語学特論 2    
 言語学特論  2   
 多文化共生特論  2   
関連科目 学外語学研修  2   
研究指導科目 人間学特別研究 ⑧ 

履修科目合計 12 8 2 8 
修了後の主な進路 
 国際交流に係わる分野 
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人間学研究科使用施設 

 
専用施設 

校舎 区分 室番 面積（㎡） 座席数 

タワー75 
院生室 1201 33.36 12 

院生室 1224 33.36 12 

 
   共用施設 

校舎 区分 室番 面積（㎡） 座席数 

タワー75 

自習室 802 268.38 92 

資料室 
1105 

(人間学部資料室) 
66.40 8 

情報処理教室 

702 96.08 48 

703 76.97 42 

704 81.85 40 

705 171.41 104 

共通講義棟南 演習室 

509 61.96 30 

510 63.07 30 

511 42.05 20 

512 42.05 20 

513 42.05 20 

514 63.07 30 

515 63.07 30 

516 63.07 30 

517 66.78 30 

附属図書館 図書館 地下２階～地上５階 10,824.99 1,343 
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名城大学自己点検・評価委員会の取り組み 
 
 
【第１次自己点検・評価委員会】 
平成 4 年度に発足した第 1 次自己点検・評価委員会は，まず，名城大学の現状を明らか
にし，かつ，各部局等ないし本大学が抱える課題を明示することにある。との基本方針の

下，現状把握をするために，委員会が掲げた点検・評価項目について，各学部の協力を得

ながら各種の調査を実施し，その結果を，関連資料を含め３９４ページに亘る「名城大学

の現状と課題（第一輯）」として，平成５年１２月に発刊し，文部省を始めとする公官庁，

全国公私立大学，報道関係，高等学校，企業，卒業生団体，学生代表等に広く公表しまし

た。 
 
【第２次自己点検・評価委員会】 
 平成６年度に発足した第２次自己点検・評価委員会は，本学が置かれている状況と既設

学部等の整備拡充計画及び将来の名城大学の展望と課題などを総合的に考慮した結果，本

学の「教育と研究」を主題として，平成７年５月１日現在に在籍する全ての専任教員を対

象とした２２０ページに亘る「教員のプロフィール」を平成７年１１月に発刊，続いて，

学生からの授業評価のアンケート調査などを踏まえて分析した「自己点検評価報告書（第

二輯）―よりよい授業を目指して―」を，平成８年３月に発刊し，本学における教育と研

究の内容を，先回同様，社会に広く公表しました。 
 
【第３次自己点検・評価委員会】 
 平成８年度に発足した第３次自己点検・評価委員会は，第１次自己点検・評価委員会が

提示した本学の現状と課題の中から，改善の進捗状況を点検し，再度，評価してみること

が必要ではないかとの観点から，「総合大学としての名城大学―1996～1997―」と題した「自
己点検・評価報告書（第三輯）」を，平成１０年５月に発刊し，総合大学としての特性を如

何に発揮すべきかを明らかにすると共に，先回同様，社会に広く公表しました。 
 
【第４次自己点検・評価委員会】 
 平成１０年に発足した第４次自己点検・評価委員会は，第１次から第３次までの報告書

の中で議題として挙げられた問題点等の改善状況を更に点検し，再度評価することとして

おり，各部署等委員会で点検作業に取り組んできた結果，「大学改革の成果と今後の課題」

と題した「自己点検・評価報告書（第四輯）」を，平成１２年６月に発刊し，社会に広く公

表しました。 
【第５次自己点検・評価委員会】 
 平成１２年に発足した第５次自己点検・評価委員会は，教育研究活動を中心に点検評価



を行うこととしました。二部構成とし，第一部は教員のプロフィール，第二部は教員の研

究業績を含め，大学（学部学科・研究科）の研究活動と運営に係る現状と課題について将

来の改善・改革に向けた方策を中心とした内容としております。平成１３年９月及び平成

１４年５月に刊行し，社会に広く公表しました。 
 
【第６次自己点検・評価委員会】 
 平成１４年には第６次自己点検・評価委員会を発足し，委員が実際に各学部に赴き，そ

こで委員会を開催することによる実地踏査を実施し，「自己点検・評価報告書（第六輯）」

を，平成１６年４月に教員プロフィールと併せて発刊しました。 
 
【大学評価委員会（平成１７年度～現在に至る）】 
 認証評価制度の導入を教育の質保証の実現を図る機会と捉え，平成１７年３月に本学の

自己点検・評価の基本的行動として「学部等及び各教員の教育研究を適切に評価し，その

結果を次なる改善に取り込んでいきながら，教育研究活動の水準の維持・向上を図る。」

との全学的指針を共有し，新たな自己点検・評価システムの確立に着手しました。 
 そして，これまでの自己点検・評価委員会を発展的に展開させることを旨に平成１７年

５月に「大学評価委員会」を設置し，平成２０年度に財団法人大学基準協会で認証評価を

受審することを目標に掲げ，全学的かつ体系的な自己点検・評価活動を推進しました。 
 約１年の時間をかけて認証評価受審に向けた準備を行い，その後，大学評価委員会の下

に「大学評価プロジェクトチーム」を設置し，機動的かつ機能的な自己点検・評価活動の

実質化を図りました。 
 その成果については，平成２０年３月に「平成１９（２００７）年度名城大学自己点検・

評価報告書」を刊行しました。この報告書に基づき，平成２０年度に財団法人大学基準協

会の認証評価を受審し，大学基準に適合しているとの認定を受けました。 
 現在は，認証評価時の助言・勧告事項に対する改善進捗状況の検証活動を推進し，社会

から評価される大学づくりを目指して改善活動に取り組んでいます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 刊行物・刊行時期 活動内容など 

 

名城大学自己点検・評価報告書（第一輯） 
－名城大学の現状と課題－ 
（平成 5年 12月） 

「現状を明らかにし，かつ，各部局等ないし本

大学が抱える課題を明示する」との基本方針の

下，現状把握のために，自己点検・評価委員会

が掲げた点検・評価項目について，各学部にお

いて各種調査を実施した。 
発行部数：2,000部 

 

名城大学自己点検・評価報告書（第二輯） 
－教員のプロフィール－ 
（平成 7年 11月） 
－よりよい授業を目指して－ 
（平成 8年 3月） 

本学が置かれている状況と既設学部等の整備拡

充計画及び将来の名城大学の展望と課題などを

総合的に考慮した結果，「教育と研究」を主題に

自己点検・評価を実施した。 
発行部数：各 2,000部 

 

名城大学自己点検・評価報告書（第三輯） 
総合大学としての名城大学 
－1996～1997－（平成 10年 5月）  

第１次自己点検・評価委員会が提示した本学の

現状と課題改善の進捗状況を点検し，再度，評

価する必要から，総合大学としての特性を如何

に発揮すべきかを明らかにした。 
発行部数：2,000部 

 

名城大学自己点検・評価報告書（第四輯） 
大学改革の成果と今後の課題 
（平成 12年 6月）  

第 1次から第 3次までの報告書の中で課題とし
て挙げられた問題点等の改善状況を更に点検

し，再度評価し，各部署等委員会で点検作業を

実施した。 
発行部数：2,000部 

 

名城大学自己点検・評価報告書（第五輯） 
教員のプロフィール 2001 
（平成 13年 9月） 
研究教育活動の概要と課題 
－研究と教育の融合－（平成 14年 5月）  

教育研究活動を中心に点検評価を行い，大学（学

部・研究科）の研究活動と運営に係る現状と課

題について，将来の改善・改革方策を検討した。 
発行部数：教員プロフィール 2,500部 
     研究教育活動 1,500部 

 

名城大学自己点検・評価報告書（第六輯） 
教員のプロフィール 2003 （平成 16年 3月・
5月） 
自己点検・評価の原点を見据えて 
―検証・照顧脚下―（平成 16年 6月）  

自己点検・評価委員が実際に各学部に赴き，そ

こで委員会を開催することによる実地踏査を実

施した。 
発行部数：教員ﾌﾟﾛﾌｨｰﾙ 900部（追補版 850部） 
     自己点検・評価の原点 1,300部 

 

平成 19（2007）年度名城大学自己点検・評

価報告書（平成 20年 3月）  

第 1 期大学評価委員会の下で，全学的かつ体系
的に各組織の強みと特色の明確化，各組織にお

ける工夫・ノウハウの共有を旨に，自己点検・

評価の実質化への第一歩として取り組んだ。こ

の報告書をもとに平成 20 年度に財団法人大学
基準協会の認証評価を受審し，大学基準に適合

しているとの評価を受けた。 
発行部数：100部及びWEBによる公開 
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自己点検・評価実施に関する概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．大学評価委員会 
【構成員】 

委員長：学長 

委 員：副学長，学部長，研究科長，センター長，経営本部長  

【基本任務】 

① 組織評価・個人評価の企画・立案・実施に係る方針の策定 

② 組織評価の前提となる計画書の検証 

③ 学部等評価委員会から提出のあった学部等評価報告書等の検証 

④ 全学的組織評価の実施 

⑤ 認証評価機関による評価 

⑥ その他、学長が必要と認める事項 

 
２．学部等評価委員会 
【構成員】 

委員長：学部長，研究科長，センター長，経営本部長 

委 員：各部局の構成員  

【基本任務】 

① 学部等の目的及び計画に基づいた組織評価及び教員の活動状況調査の実施 

② 各学部等に係る認証評価機関による評価 

③ その他、学部等評価に必要な事項 

（経営本部は学部等評価委員会に準じた活動を行う。学部等を「部署」と読み替え，①のうち，教員の活動状況調査は除く。） 

 
３．大学評価プロジェクトチーム 
【構成員】 

チームリーダー：副学長 

教員２名（文系１名，理系１名），職員５名（総合政策部） 

【基本任務】 

① 点検・評価活動に係わる企画立案，学部・研究科・部署との連携・調整  

以 上 
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「組織評価項目」及び「専任教員の教育研究等の活動状況調査項目」 

 

 

【組織評価項目】（（財）大学基準協会の評価項目に準じる） 
１ 大学院研究科の使命および目的・教育目標 
２ 修士課程・博士課程の教育内容・方法等 
（１） 教育課程等 
１）大学院研究科の教育課程） 
２）単位互換、単位認定等） 
３）社会人学生、外国人留学生等への教育上の配慮） 
４）生涯学習への対応） 
５）専門大学院のカリキュラム） 
６）独立大学院等の教育課程） 
７）「連携大学院」の教育課程） 
８）研究指導等） 
９）「連携大学院」における研究指導等） 
（２） 教育方法等 
１）教育効果の測定） 
２）成績評価法） 
３）教育・研究指導の改善） 
（３） 国内外における教育・研究交流 
（４） 学位授与・課程修了の認定 
１）学位授与 
２）課程修了の認定 
３ 学生の受け入れ 
１）学生募集方法、入学者選抜方法） 
２）学内推薦制度） 
３）門戸開放） 
４）飛び入学） 
５）社会人の受け入れ） 
６）科目等履修生、研究生等） 
７）外国人留学生の受け入れ） 
８）定員管理 
４ 教員組織 
１）教員組織） 
２）研究支援職員） 
３）教員の募集・任免・昇格に関する基準・手続） 
４）教育・研究活動の評価） 
５）大学院と他の教育研究組織・機関等との関係） 
５ 研究活動と研究環境 
（１） 研究活動 
１）研究活動） 
２）研究における国際連携） 
３）教育研究組織単位間の研究上の連携） 
（２） 研究環境 
１）経常的な研究条件の整備） 
２）競争的な研究環境創出のための措置） 
３）研究上の成果の公表、発信・受信等） 
４）倫理面からの研究条件の整備） 
 
 

【裏面に続く】 
 
 
 
 



 
６ 施設・設備等 
（１） 施設・設備 
１）施設・設備等） 
２）先端的な設備・装置） 
３）独立研究科の施設・設備等） 
４）夜間大学院などの施設・設備等） 
５）維持・管理体制） 
（２） 情報インフラ 
７ 社会貢献 
１）社会への貢献） 
２）企業等との連携） 
３）特許・技術移転） 
４）産学連携と倫理規定等） 
８ 学生生活への配慮 
１）学生への経済的支援） 
２）学生の研究活動への支援） 
３）生活相談等） 
４）就職指導等） 
９ 管理運営 
１）大学院の管理運営体制） 

10 事務組織 
11 自己点検･評価 
１）自己点検・評価） 
２）自己点検・評価に対する学外者による検証） 

12 情報公開･説明責任 
１）自己点検・評価） 

 
【教育研究等の活動状況調査項目】 
（１）教育活動領域 
  １）教育達成目標とその取組 
２）教育内容面の取組 
３）教育方法での取組 
４）成績評価での取組 
５）学習に対する支援 
６）教えるために使った時間 
７）大学院教育への取組 
８）教育の質の向上及び改善のための取組 
９）その他，学部等が必要に応じ設定する項目 

（２）研究活動領域 
  １）研究発表：文献等 
  ２）研究発表：口頭，ポスター，作品等 
  ３）研究に関する業績 
  ４）外部資金の導入 
  ５）学会活動 
  ６）その他，学部等が必要に応じて設定する項目 
（３）社会貢献領域 
  １）生涯学習支援等への貢献 
  ２）学外の審議会等委員の参画 
  ３）学外の各種調査，研究会等への参画 
  ４）国際貢献 
  ５）産業支援 
  ６）小中高校への教育支援 
  ７）その他，学部等が必要に応じて設定する項目 
（４）管理・運営領域 
１）部局長等の役職による貢献 

  ２）全学的な委員会，ワーキンググループ等委員による貢献 
  ３）所属部局等における委員による貢献 
  ４）その他，学部等が必要に応じて設定する項目 
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